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限る。）

(二) 課長等に係る ○

もの（職務に専念

する義務の特例に

関する規則第２条

の表第９号から

第11号までの事由

に該当する場合に

限る。）

(三) 所属職員に係 ○

るもの（職員団体

のための職員の行

為の制限の特例に

関する条例第２条

第１号並びに職務

に専念する義務の

特例に関する規則

第２条の表第９号

から第11号までの

事由に該当する場

合に限る。）

九 職員の勤１ 同条例第２条第５ ○

務時間、休 項の規定による勤務

暇等に関す 時間の変更の承認の

る条例（平 申請

成６年鳥取

県条例第35 ２ 同条例第４条第２ ○

号）に基づ 項の規定による人事

く知事の権 委員会との協議

限に属する

事務 ３ 同条例第７条第１ ○

項又は第３項の規定

による勤務時間又は

休憩時間の変更の承

認の申請

十 職員の勤１ 同規則第４条第３ ○ 五 職員の勤

務時間、休 項の規定による人事 務時間、休

暇等に関す 委員会との協議 暇等に関す

る規則に基 る規則に基

づく知事の２ 同規則第16条の表 づく知事の

権限に属す 第２号に該当する場 権限に属す

る事務 合における休暇の承 る事務

認

(一) 次長等又は地 ○

方機関の長に係る

もの

(二) 課長等に係る ○

もの

(三) (一)及び(二) ○

以外の職員に係る

もの

３ 略 １ 略

４ 同規則第28条の規 ○

定による週休日等の

別段の定めの許可又

は承認の申請

十一 略 六 略

十二 略 七 略

十三 略 八 略

十四 職員団１ 同条例第２条第１ ○

体のための 号の規定による職員

職員の行為 の職務に専念する義

の制限の特 務の免除

例に関する

条例に基づ

く知事の権

限に属する

事務

十五 通勤手１ 同規則第４条第１ ○

当の支給に 項の規定による通勤

関する規則 手当に係る確認並び

（昭和33年 に決定及び改定

鳥取県人事

委員会規則

第21号）に

基づく知事

の権限に属
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する事務

十六 住居手１ 同規則第６条第１ ○

当に関する 項の規定による住居

規則（昭和 手当に係る確認並び

49年鳥取県 に決定及び改定

人事委員会

規則第33

号）に基づ

く知事の権

限に属する

事務

十七 単身赴１ 同規則第８条第１ ○

任手当の支 項の規定による単身

給に関する 赴任手当に係る確認

規則（平成 並びに決定及び改定

２年鳥取県

人事委員会

規則第１

号）に基づ

く知事の権

限に属する

事務

十八 知事等１ 同規則第３条の規 ○

の退職手当 定による退職手当の

の支給に関 金額の決定

する規則

（昭和37年

鳥取県規則

第74号）に

基づく知事

の権限に属

する事務

十九 職員の１ 同規則第３条の規 ○ 九 職員の退

退職手当の 定による退職手当の 職手当の支

支給に関す 金額の決定 給に関する

る規則（昭 規則（昭和

和51年鳥取２ 略 51年鳥取県１ 略

県規則第25 規則第25

号）に基づ３ 同規則第６条（同 ○ 号）に基づ

く知事の権 規則第21条において く知事の権

限に属する 準用する場合を含 限に属する

事務 む。）の規定による 事務

退職票の交付

４ 同規則第７条の規 ○

定による在職票の交

付

５ 同規則第８条第２ ○

項の規定による失業

者退職手当受給資格

者証の交付

６ 同規則第９条第２ ○

号の規定によるやむ

を得ないと認める受

給期間延長理由の承

認

７ 同規則第10条第４ ○

項の規定による受給

期間延長通知書の交

付

８ 同規則第12条の規 ○

定による基本手当に

相当する退職手当の

支給日の指定

９ 同規則第13条第２ ○

項（同規則第21条に

おいて準用する場合

を含む。）の規定に

よる待期日数の間に

おける失業の認定

10 同規則第13条第４ ○

項（同規則第21条に

おいて準用する場合

を含む。）の規定に

よる失業の認定及び

支給の制限を行うべ

平成22年３月31日 水曜日 鳥 取 県 公 報 号外第40号
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き事実の有無の確認

11 同規則第14条第１ ○

項の規定による公共

職業訓練等の受講の

指示

12 同規則第19条の２ ○

第２項の規定による

失業退職手当高年齢

受給資格者証の交付

13 同規則第20条第２ ○

項の規定による失業

退職手当特例受給資

格者証の交付

二十 地方公１ 労働協約の締結 ○

営企業等の

労働関係に

関する法律

（昭和27年

法律第289

号）に基づ

く知事の権

限に属する

事務

二十一 現業１ 同規則第２条第２ ○

職員就業規 項の規定による現業

則（昭和45 職員の勤務時間等の

年鳥取県規 決定

則第67号）

に基づく知

事の権限に

属する事務

二十二 現業１ 同規則第３条の規 ○

職員の給与 定による職員の職務

に関する規 の級の決定

則（昭和32

年鳥取県規２ 同規則第３条の２ ○

則第46号） の規定による昇給等

に基づく知 の決定

事の権限に

属する事務３ 同規則第４条の規 ○

定による勤勉手当の

支給総額及び退職手

当の金額の決定

二十三 その 略 十 その他の 略

他の事務 事務

給一 地方公務１ 同法第17条第１項

与 員法に基づ の規定により任免さ

室 く知事の権 れる職員の給与の決

限に属する 定

事務 (一) 課長又はこれ ○

に相当する職以上

の職の職員に係る

もの

(二) 課長補佐又は ○

これに相当する職

の職員に係るもの

(三) (一)及び(二) ○

以外の職の職員に

係るもの

２ 同法第22条第２項 ○

に規定する臨時的任

用職員（任用期間が

１月未満の者を除

く。）の給与の決定

二 地方自治１ 次に掲げる者の給

法に基づく 与の決定

知事の権限 (一) 就任について ○

に属する事 議会の同意による

務 ことを必要とする

職の職員

(二) (一)に掲げる ○

職員以外の執行機

関の委員

(三) 専門委員 ○

(四) 地方公務員法 ○

第３条第３項第３
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号に規定する特別

職の職員（人事関

係事務手続き要領

３の(1)のイの

(イ)に該当する非

常勤職員に限

る。）に係るもの

三 職員の給１ 同条例第４条の規 ○

与に関する 定による昇給等の決

条例（昭和 定

26年鳥取県

条例第３２ 同条例第16条の７ ○

号）に基づ の規定による勤勉手

く知事の権 当の支給総額の決定

限に属する

事務

四 職員の給１ 同規則第２条第２ ○

与の支給に 項の規定による給料

関する規則 の支給期日の変更に

（昭和27年 係る承認の申請

鳥取県人事

委員会規則２ 同規則第９条第１ ○

第３号）に 項又は第３項の規定

基づく知事 による扶養親族の認

の権限に属 定

する事務

五 職員の初１ 同規則第８条第２ ○

任給、昇 項の規定による昇格

格、昇給等 基準によることの承

の基準に関 認の申請

する規則

（昭和32年２ 同規則第13条第４ ○

鳥取県人事 項の規定による昇給

委員会規則 区分の決定に係る承

第10号）に 認の申請

基づく知事

の権限に属３ 同規則第20条の規 ○

する事務 定による給料の補正

及び訂正に係る承認

の申請

六 職務に専１ 同条例第２条の規

念する義務 定による職務に専念

の特例に関 する義務の免除の承

する条例 認

（昭和26年 (一) 次長等（次長 ○

鳥取県条例 及びこれに相当す

第５号）に る職の職員をい

基づく知事 う。以下給与室の

の権限に属 項において同

する事務 じ。）及び地方機

関の長（総合事務

所長を除く。以下

給与室の項におい

て同じ。）に係る

もの（職務に専念

する義務の特例に

関する規則第２条

の表第９号から第

11号までの事由に

該当する場合に限

る。）

(二) 課長等（課長 ○

及びこれに相当す

る職の職員をい

う。以下給与室の

項において同

じ。）に係るもの

（職務に専念する

義務の特例に関す

る規則第２条の表

第９号から第11号

までの事由に該当

する場合に限

る。）

(三) 所属職員に係 ○

るもの（職員団体

のための職員の行

為の制限の特例に

関する条例第２条

第１号並びに職務

に専念する義務の

特例に関する規則
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第２条の表第９号

から第11号までの

事由に該当する場

合に限る。）

七 職員の勤１ 同条例第２条第５ ○

務時間、休 項の規定による勤務

暇等に関す 時間の変更の承認の

る条例（平 申請

成６年鳥取

県条例第35 ２ 同条例第４条第２ ○

号）に基づ 項の規定による人事

く知事の権 委員会との協議

限に属する

事務 ３ 同条例第７条第１ ○

項又は第３項の規定

による勤務時間又は

休憩時間の変更の承

認の申請

八 職員の勤１ 同規則第４条第３ ○

務時間、休 項の規定による人事

暇等に関す 委員会との協議

る規則に基

づく知事の２ 同規則第６条の表

権限に属す 第２号に該当する場

る事務 合における休暇の承

認

(一) 次長等又は地 ○

方機関の長に係る

もの

(二) 課長等に係る ○

もの

(三) (一)及び(二) ○

以外の職員に係る

もの

３ 同規則第28条の規 ○

定による週休日等の

別段の定めの許可又

は承認の申請

九 職員団体１ 同条例第２条第１ ○

のための職 号の規定による職員

員の行為の の職務に専念する義

制限の特例 務の免除

に関する条

例に基づく

知事の権限

に属する事

務

十 通勤手当１ 同規則第４条第１ ○

の支給に関 項の規定による通勤

する規則 手当に係る確認並び

（昭和33年 に決定及び改定

鳥取県人事

委員会規則

第21号）に

基づく知事

の権限に属

する事務

十一 住居手１ 同規則第７条第１ ○

当に関する 項の規定による住居

規則（昭和 手当に係る確認並び

49年鳥取県 に決定及び改定

人事委員会

規則第33

号）に基づ

く知事の権

限に属する

事務

十二 単身赴１ 同規則第８条第１ ○

任手当の支 項の規定による単身

給に関する 赴任手当に係る確認

規則（平成 並びに決定及び改定

２年鳥取県

人事委員会

規則第１

号）に基づ

く知事の権

限に属する

事務
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十三 知事等１ 同規則第３条の規 ○

の退職手当 定による退職手当の

の支給に関 金額の決定

する規則

（昭和37年

鳥取県規則

第74号）に

基づく知事

の権限に属

する事務

十四 職員の１ 同規則第３条の規 ○

退職手当の 定による退職手当の

支給に関す 金額の決定

る規則に基

づく知事の２ 同規則第６条（同 ○

権限に属す 規則第21条において

る事務 準用する場合を含

む。）の規定による

退職票の交付

３ 同規則第７条の規 ○

定による在職票の交

付

４ 同規則第８条第２ ○

項の規定による失業

者退職手当受給資格

者証の交付

５ 同規則第９条第２ ○

号の規定によるやむ

を得ないと認める受

給期間延長理由の決

定

６ 同規則第10条第４ ○

項の規定による受給

期間延長通知書の交

付

７ 同規則第12条の規 ○

定による基本手当に

相当する退職手当の

支給日の指定

８ 同規則第13条第２ ○

項（同規則第21条に

おいて準用する場合

を含む。）の規定に

よる待期日数の間に

おける失業の認定

９ 同規則第13条第４ ○

項（同規則第21条に

おいて準用する場合

を含む。）の規定に

よる失業の認定及び

支給の制限を行うべ

き事実の有無の確認

10 同規則第14条第１ ○

項の規定による公共

職業訓練等の受講の

指示

11 同規則第19条の２ ○

第２項の規定による

失業退職手当高年齢

受給資格者証の交付

12 同規則第20条第２ ○

項の規定による失業

退職手当特例受給資

格者証の交付

十五 地方公１ 労働協約の締結 ○

営企業等の

労働関係に

関する法律

（昭和27年

法律第289

号）に基づ

く知事の権

限に属する

事務
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十六 現業職１ 同規則第２条第２ ○

員就業規則 項の規定による現業

（昭和45年 職員の勤務時間等の

鳥取県規則 決定

第67号）に

基づく知事

の権限に属

する事務

十七 現業職１ 同規則第３条の規 ○

員の給与に 定による職員の職務

関する規則 の級の決定

（昭和32年

鳥取県規則２ 同規則第３条の２ ○

第46号）に の規定による昇給等

基づく知事 の決定

の権限に属

する事務 ３ 同規則第４条の規 ○

定による勤勉手当の

支給総額及び退職手

当の金額の決定

業 略 業 略

務 務

効二 鳥取県事１ 同規則第４条第７ ○ 効二 鳥取県事１ 同規則第４条第８ ○

率 務処理権限 項及び第10項の規定 率 務処理権限 項及び第11項の規定

推 規則に基づ による課内室長等に 化 規則に基づ による課内室長等に

進 く知事の権 専決させる事項の報 室 く知事の権 専決させる事項の報

課 限に属する 告の受理 限に属する 告の受理

事務 事務

略 略

略 略

財 略 財 略

源 源

確二 鳥取県宿１ 宿舎に係る事務 確二 鳥取県宿１ 宿舎に係る事務

保 舎管理規則 (一) 略 保 舎管理規則 (一) 略

推 に基づく知 (二) (一)以外のも 室 （昭和57年 (二) (一)以外のも

進 事の権限に の 鳥取県規則 の

課 属する事務 (１) 略 第24号）に (１) 略

基づく知事 (２) 東京都に所 ○ 東京本部長

の権限に属 在する宿舎に係

する事務 るもの

(３) 大阪府に所 ○ 関西本部長

在する宿舎に係

るもの

(２) 略 (４) 略

(３) 略 (５) 略

(４) 略 (６) 略

三 その他の１ 未利用財産（財源 三 その他の１ 未利用財産（財源

事務 確保推進課が所管す 事務 確保室が所管するも

るものに限る。）の のに限る。）の管理

管理に関する事務 に関する事務

(一)及び(二) 略 (一)及び(二) 略

職一 その他の１ 補助金及び会計に 自一 その他の１ 補助金及び会計に

員 事務 関する事務 治 事務 関する事務

人 (一) 職員人材開発 ○ 研 (一) 自治研修所長 ○

材 センター所長の名 修 の名において処理

開 において処理する 所 することが適当で

発 ことが適当であ あり、総務部長が

セ り、総務部長が別 別に定めるもの

ン に定めるもの

タ

ー ２ 庁舎管理に関する ２ 庁舎管理に関する

事務（職員人材開発 事務（自治研修所の

センターの庁舎又は 庁舎又は構内におけ

構内におけるものに るものに限る。）

限る。）

(一)及び(二) (一)及び(二)

(三) 鳥取県県有地 (三) 鳥取県県有地

等における自動車 等における自動車

の放置に対する措 の放置に対する措

置に関する条例に 置に関する条例に

基づく知事の権限 基づく知事の権限

に属する事務のう に属する事務のう

ち次に掲げるもの ち次に掲げるもの

(１)～(７) 略 (１)～(７) 略

(８) 同条例第７ ○ (８) 同条例第７ ○

条第１項の規定 条第１項の規定

による放置自転 による廃物の認

車の引渡し 定

(９) 略 (９) 略
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(10) 同条例第８ ○

条第１項の規定

による放置自動

車の処分

(10) 同条例第７ ○ (11) 同条例第８ ○

条第３項の規定 条第２項の規定

による告示 による告示

(11) 同条例第７ ○ (12) 同条例第８ ○

条第４項の規定 条第３項の規定

による放置自動 による放置自動

車の引渡し 車の処分

(12) 同条例第８ ○ (13) 同条例第９ ○

条の規定による 条の規定による

費用の請求 費用の請求

福 略 福 略

利 利

厚 厚

生 生

課 室

略 略

中 略 中 略

山 山

間 間

地 地

域 域

振 振

興 興

課 室

情一 電子署名１ 同法第17条第１項 ○

報 に係る地方 の規定による失効情

政 公共団体の 報等の提供を求める

策 認証業務に 届出の受理

課 関する法律

（平成14年２ 同法第17条第４項 ○

法律第153 の規定による提供を

号）に基づ 行うに当たって合意

く知事の権 しておくべき事項に

限に属する ついての取決めの締

事務 結

３ 同法第29条第１項 ○

の規定による認証業

務情報の開示請求の

受理

４ 同法第29条第２項 ○

の規定による認証業

務情報の開示

５ 同法第30条第２項 ○

の規定による期限内

に開示をすることが

できない理由及び開

示の期限の通知

６ 同法第31条第１頃 ○

の規定による調査及

び内容の訂正等

７ 同法第31条第２頃 ○

の規定による訂正等

を行った旨の通知

８ 同法第34条第１項 ○

の規定による認証事

務の委託

９ 同法第34条第６項

の規定による発行手

数料等の額の承認

(一) 額の変更を伴 ○

うもの

(二) (一)以外のも ○

の

10 同法第38条第１項 ○

の規定による認証事

務を行わせることと

した旨の総務大臣へ

の報告及びその旨の

公示
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11 同法第38条第２項 ○

の規定による指定認

証機関の名称等の変

更の届出の受理

12 同法第38条第３項 ○

の規定による公示

13 同法第42条第２項 ○

の規定による指定認

証機関に対する意見

14 同法第43条第２項 ○

の規定による指定認

証機関に対する意見

15 同法第43条第３項 ○

の規定による事業報

告書等の受理

16 同法第46条第２項 ○

の規定による指定認

証機関に対する措置

命令

17 同法第47条第２項 ○

の規定による指定認

証事務の実施の状況

に関する必要な報告

の要求及び指定認証

機関の事務所に対す

る立入検査等

18 同法第48条第３項 ○

の規定による認証事

務等の全部又は一部

の休止又は廃止の許

可についての意見

19 同法第48条第４項 ○

の規定による総務大

臣からの通知の受理

20 同法第49条第３項 ○

の規定による総務大

臣からの指定の取り

消し等を命じた旨の

通知の受理

21 同法第50条第１項 ○

の認証事務を行わせ

ないこととする旨の

通知

22 同法第50条第２項 ○

の規定による総務大

臣への報告及び公示

23 同法第51条第３項 ○

の規定による総務大

臣から通知を受けた

旨の公示

24 同法第56条第２項 ○

の規定による署名検

証者に対する報告の

要求

25 同法第57条第１項 ○

の規定による運用規

程の作成及び公表

26 同法第57条第２項 ○

の規定による市町村

長からの意見の徴収

二 住民基本１ 同法第30条の22第 ○

台帳法に基 ２項の規定による指

づく知事の 定情報処理機関に対

権限に属す する指示

る事務

２ 同法第30条の23第 ○

２項の規定による指

定情報処理機関への

報告の要求及び立入

検査
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協一 特定非営１ 同法第10条第１項 ○ 総合事務所

働 利活動促進 の規定による特定非 長

連 法（平成10 営利活動法人の設立

携 年法律第７ の認証

推 号）に基づ

進 く知事の権２ 同法第10条第２項 ○ 総合事務所

課 限に属する （同法第25条第５項 長

事務 及び第34条第５項に

おいて準用される場

合を含む。）の規定

による認証の申請に

係る公告

３ 同法第25条第３項 ○ 総合事務所

の規定による定款の 長

変更の認証

４ 同法第31条第２項 ○ 総合事務所

の規定による特定非 長

営利活動法人の解散

の認定

５ 同法第32条第２項 ○ 総合事務所

の規定による残余財 長

産の譲渡の認証

６ 同法第34条第３項 ○ 総合事務所

の規定による特定非 長

営利活動法人の合併

の認証

７ 同法第41条第１項 ○ 総合事務所

の規定による業務若 長

しくは財産の状況に

関する報告の徴収又

は立入検査の実施

８ 同法第42条の規定 ○ 総合事務所

による特定非営利活 長

動法人に対する改善

命令

９ 同法第43条第１項 ○ 総合事務所

及び第２項の規定に 長

よる特定非営利活動

法人の設立の認証の

取消し

二 鳥取県非１ 同規則第７条第３

営利活動促 項に規定する閲覧を

進法施行細 行わない日の指定

則（平成10 (一) 協働連携推進 ○

年鳥取県規 課の所管に係るも

則第44号） の

に基づく知 (二) (一)以外のも ○ 総合事務所

事の権限に の 長

属する事務

２ 同規則第７条第４

項の規定による閲覧

の中止の命令

(一) 協働連携推進 ○

課の所管に係るも

の

(二) (一)以外のも ○ 総合事務所

の 長

子一 児童福祉１ 同法第６条の３第 ○

育 法に基づく １項の規定による里

て 知事の権限 親の認定

支 に属する事

援 務（子ども２ 同法第11条第４項 ○

総 発達支援課 の規定による里親へ

室 の所掌事務 の情報の提供等の業

に係るもの 務に係る事務の委託

を除く。）

３ 同法第17条第４項 ○ 総合事務所

の規定による児童委 長

員の指揮監督

４ 同法第18条の８第 ○

２項の規定による保

育士試験の実施

５ 同法第18条の18第 ○

１項の規定による保
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育士の登録

６ 同法第18条の18第 ○

３項の規定による保

育士登録証の交付

７ 同法第18条の19第 ○

１項の規定による保

育士の登録の取消し

８ 同法第18条の19第 ○

２項の規定による保

育士の登録の取消し

又は保育士の名称の

使用の停止命令

９ 同法第18条の20の ○

規定による保育士の

登録の消除

10 同法第20条第１項 ○ 総合事務所

の規定による療育の 長

給付

11 同法第21条の３第 ○

１項の規定による診

療内容等の審査及び

診療報酬の額の決定

12 同法第21条の３第 ○

４項の規定による診

療報酬の支払に関す

る事務の委託

13 同法第21条の４第 ○

１項の規定による指

定療育機関の管理者

に対する報告の要求

及び診療録等の検査

14 同法第21条の４第 ○

２項の規定による診

療報酬の支払の一時

差止め

15 同法第21条の５の ○ 総合事務所

規定による医療の給 長

付等

16 同法第21条の10の ○ 総合事務所

４の規定による市町 長

村長への通知

17 同法第22条第１項 ○ 福祉事務所

の規定による助産施 長

設における助産の実

施

18 同法第第23条第１ ○ 福祉事務所

項の規定による母子 長

生活支援施設におけ

る保護

19 同法第25条の７第 ○ 児童相談所

１項第３号及び第２ 長

項第４号、第25条の

８第４号並びに第26

条第１項第５号の規

定による児童自立生

活援助の実施の報告

の受理

20 同法第27条第１ ○ 児童相談所

項、第２項及び第５ 長

項並びに第27条の２

第１項の規定による

児童の措置等

21 同法第27条の３の ○ 児童相談所

規定による家庭裁判 長

所への送致

22 同法第28条の規定 ○ 児童相談所

による保護者から隔 長

離の措置
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23 同法第29条の規定 ○ 児童相談所

による児童の住所等 長

への立入調査の実施

及び身分を証明する

証票の交付

24 同法第30条第１項 ○ 児童相談所

及び第２項の規定に 長

よる同居児童の届出

の受理

25 同法第30条の２の

規定による児童の保

護についての指示及

び報告の徴収

(一) 町村の区域に ○ 総合事務所

所在する助産施 長

設、母子生活支援

施設、保育所及び

児童厚生施設の長

に係るもの

(二) 市の区域に所 ○

在する助産施設、

母子生活支援施

設、保育所及び児

童厚生施設の長に

係るもの

(三) 小規模住居型 ○ 児童相談所

児童養育事業を行 長

う者、里親（同法

第27条第１項第３

号の規定により委

託を受けた里親に

限る。）及び(一)

及び(二)以外の児

童福祉施設の長並

びに同法第30条第

１項に規定する者

に係るもの

26 同法第31条の規定 ○ 児童相談所

による在所期間の延 長

長

27 同法第33条第２項 ○ 児童相談所

の規定による児童の 長

一時保護

28 同法第33条第４項 ○ 児童相談所

の規定による一時保 長

護期間の延長

29 同法第33条の６第 ○ 児童相談所

１項の規定による児 長

童自立生活援助事業

を行う者への委託及

び相談等の援助等

30 同法第33条の６第 ○ 児童相談所

２項の規定による申 長

込書の受理

31 同法第33条の６第 ○ 児童相談所

３項の規定による連 長

絡及び調整

32 同法第33条の６第 ○ 児童相談所

４項の規定による申 長

込みの勧奨

33 同法第33条の６第 ○ 児童相談所

５項の規定による情 長

報の提供

34 同法第33条の14第 ○ 児童相談所

１項の規定による事 長

実確認のための措置

35 同法第33条の14第 ○ 児童相談所

２項の規定による保 長

護を図るための措置

36 同法第33条の14第 ○ 児童相談所

３項の規定による通 長

知の受理
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37 同法第33条の15第 ○ 児童相談所

１項の規定による通 長

知の受理

38 同法第33条の15第 ○

２項の規定による児

童福祉審議会への報

告

39 同法第33条の16の ○

規定による措置等の

公表

40 同法第34条の３の ○ 児童相談所

規定による児童自立 長

生活援助事業又は小

規模住居型児童養育

事業に係る届出の受

理

41 同法第34条の４第 ○ 児童相談所

１項の規定による報 長

告の徴収又は立入検

査等の実施

42 同法第34条の５の ○

規定による事業の制

限又は停止の命令

43 同法第34条の11の ○

規定による一時預か

り事業に係る届出の

受理

44 同法第34条の13第 ○

１項の規定による報

告の徴収又は立入検

査等の実施

45 同法第34条の13第 ○

３項の規定による措

置命令

46 同法第34条の13第 ○

４項の規定による事

業の制限又は停止の

命令

47 同法第34条の14の ○

規定による家庭的保

育事業に係る届出の

受理

48 同法第34条の16第 ○

１項の規定による報

告の徴収又は立入検

査等の実施

49 同法第34条の16第 ○

３項の規定による措

置命令

50 同法第34条の16第 ○

４項の規定による事

業の制限又は停止の

命令

51 同法第34条の18の ○

規定による養育里親

名簿の作成

52 同法第34条の19第 ○

２項の規定による養

育里親名簿からの抹

消

53 同法第35条第４項

の規定による児童福

祉施設の設置の認可

(一) 町村の区域に ○ 総合事務所

所在する助産施 長

設、保育所及び児

童厚生施設に係る

もののうち、一部

変更に係るもの

(二) (一)以外のも ○
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の

54 同法第35条第７項 ○

の規定による児童福

祉施設の休廃止の承

認

55 同法第46条第１項

の規定による報告の

徴収及び関係者への

質問又は立入検査の

実施

(一) 保育所及び母 ○ 総合事務所

子生活支援施設並 長

びに町村の区域に

所在する助産施設

及び児童厚生施設

に係るもの

(二) 乳児院、児童 ○ 児童相談所

養護施設、情緒障 長

害児短期治療施

設、児童自立支援

施設及び児童家庭

支援センターに係

るもの

(三) (一)及び(二) ○

以外のもの

56 同法第46条第３項

の規定による必要な

改善の勧告及び命令

(一) 保育所及び母 ○ 総合事務所

子生活支援施設並 長

びに町村の区域に

所在する助産施設

及び児童厚生施設

に係るもの

(二) 乳児院、児童 ○ 児童相談所

養護施設、情緒障 長

害児短期治療施

設、児童自立支援

施設及び児童家庭

支援センターに係

るもの

(三) (一)及び(二) ○

以外のもの

57 同法第46条第４項 ○

の規定による事業の

停止の命令

58 同法第47条第１項 ○ 児童相談所

の規定による縁組承 長

諾の許可

59 同法第56条第２項 ○ 総合事務所

の規定による費用の 長

徴収

60 同法第56条第３項 ○ 総合事務所

の規定による年齢等 長

に応じて定める額の

徴収

61 同法第56条第５項 ○ 総合事務所

の規定による医療機 長

関に支払うべき旨の

命令

62 同法第56条第７項 ○ 総合事務所

の規定による医療機 長

関に支払わなかった

額の徴収

63 同法第56条第８項 ○ 総合事務所

の規定による資料の 長

徴収等

64 同法第58条の規定 ○

による児童福祉施設

の設置の認可の取消

し

65 同法第59条第１項 ○

の規定による施設の

設置者等からの報告
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の徴収又は事務所等

への立入調査の実施

66 同法第59条第３項 ○

の規定による施設の

設備又は運営の改善

その他の勧告

67 同法第59条第４項 ○

の規定による勧告に

従わなかった旨の公

表

68 同法第59条第５項 ○

の規定による事業の

停止又は施設の閉鎖

の命令

69 同法第59条の２第 ○

１項及び第２項の規

定による届出の受理

70 同法第59条の２の ○

５第１項の規定によ

る報告の受理

71 同法第59条の２の ○

５第２項の規定によ

る公表

二 児童福祉１ 同令第１条第２項 ○ 児童相談所

法施行令に の規定による援助等 長

基づく知事 が必要な者の認定

の権限に属

する事務２ 同令第30条の規定 ○ 児童相談所

（子ども発 による里親の指導担 長

達支援課の 当職員の指定

所掌事務に

係るものを３ 同令第33条の規定 ○ 児童相談所

除く。） による居住地変更の 長

通知

４ 同令第38条の規定

による児童福祉施設

の実地の検査

(一) 保育所及び母 ○ 総合事務所

子生活支援施設並 長

びに町村の区域に

所在する助産施設

及び児童厚生施設

に係るもの

(二) 乳児院、児童 ○ 児童相談所

養護施設、情緒障 長

害児短期治療施

設、児童自立支援

施設及び児童家庭

支援センターに係

るもの

(三) (一)及び(二) ○

以外のもの

三 児童福祉１ 同令第６条の36の ○

法施行規則 規定による保育士登

（昭和23年 録簿の訂正

厚生省令第

11号）に基２ １に掲げるもの以 ○ 児童相談所

づく知事の 外のもの 長

権限に属す

る事務

四 里親が行１ 同令第２条第１項 ○ 児童相談所

う養育に関 の規定による指導又 長

する最低基 は助言

準（平成14

年厚生労働２ 同令第14条の規定 ○ 児童相談所

省令第116 による報告又は届出 長

号）に基づ の受理

く知事の権

限に関する

事務

五 児童虐待１ 同法第８条の２第 ○ 児童相談所

の防止等に １項、第９条第１項 長

関する法律 及び第９条の２第１

（平成12年 項の規定による身分

法律第82 を証明する証票の交
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号）に基づ 付

く知事の権

限に属する２ 同法第８条の２第 ○ 児童相談所

事務 １項の規定による出 長

頭の要求

３ 同法第８条の２第 ○ 児童相談所

２項の規定による出 長

頭を求める際の書面

による告知

４ 同法第８条の２第 ○ 児童相談所

３項の規定による出 長

頭の求めに応じない

場合の立入調査等の

実施

５ 同法第９条第１項 ○ 児童相談所

の規定による児童の 長

住所等への立入調査

等の実施

６ 同法第９条の２第 ○ 児童相談所

１項の規定による児 長

童同伴の再出頭要求

７ 同法第９条の３第 ○ 児童相談所

１項の規定による児 長

童虐待の疑いのある

児童の住所等の臨検

又は当該児童の捜索

８ 同法第９条の３第 ○ 児童相談所

２項の規定による臨 長

検又は捜索に係る必

要な調査等

９ 同法第９条の３第 ○ 児童相談所

３項の規定による同 長

条第１項の許可状を

請求する際の資料の

提出

10 同法第９条の３第 ○ 児童相談所

５項の規定による同 長

条第１項の許可状の

交付

11 同法第11条第３項 ○

の規定による指導を

受けない保護者に対

する勧告

12 同法第11条第４項 ○ 児童相談所

の規定による同条第 長

３項の勧告に従わな

い場合の必要な措置

13 同法第12条の４第 ○

１項の規定による保

護者へのはいかい等

の禁止命令

14 同法第12条の４第 ○

２項の規定によるは

いかい等の禁止命令

の期間の更新

15 同法第12条の４第 ○

３項の規定による聴

聞の実施

16 同法第12条の４第 ○

４項の規定による命

令書の交付

17 同法第12条の４第 ○

６項の規定による命

令の取消し

18 同法第13条の規定 ○ 児童相談所

による児童福祉司等 長

からの意見の聴取

19 同法第13条の４の ○

規定による児童福祉
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審議会への報告

六 売春防止１ 同法第34条第２項 ○ 婦人相談所

法（昭和31 の規定による要保護 長

年法律第 女子の保護更生のた

118号）に めの必要な措置

基づく知事

の権限に属２ 要保護女子の一時 ○ 婦人相談所

する事務 保護の決定 長

七 配偶者か１ 同法第３条第３項 ○ 中部総合事

らの暴力の の規定による配偶者 務所長

防止及び被 からの暴力の防止及 西部総合事

害者の保護 び被害者の保護のた 務所長

に関する法 めの必要な措置 婦人相談所

律（平成13 長

年法律第31

号）に基づ２ 被害者の一時保護 ○ 婦人相談所

く知事の権 の決定 長

限に属する

事務

八 母子及び１ 同法第13条第１項 ○ 総合事務所

寡婦福祉法 及び第３項（同法第 長

（昭和39年 32条第１項において

法律第129 準用する場合を含

号）に基づ む。）の規定による

く知事の権 資金の貸付けの決定

限に属する

事務 ２ 同法第14条（同法 ○

第32条第３項におい

て準用する場合を含

む。）の規定による

母子福祉団体に対す

る資金の貸付けの決

定

３ 同法第22条第１項 ○

（同法第33条第４項

において準用する場

合を含む。）の規定

による母子家庭等日

常生活支援事業を行

う者に対する報告の

請求又は質問若しく

は事務所への立入検

査の実施

４ 同法第23条（同法 ○

第33条第４項におい

て準用する場合を含

む。）の規定による

母子家庭等日常生活

支援事業の制限又は

停止の命令

５ 同法第31条の規定 ○ 総合事務所

による給付金の支給 長

の決定

九 母子及び１ 同令第11条（同令 ○ 総合事務所

寡婦福祉法 第38条において準用 長

施行令（昭 する場合を含む。）

和39年政令 の規定による修学資

第224号） 金の交付の停止又は

に基づく知 減額の決定

事の権限に

属する事務２ 同令第12条（同令 ○ 総合事務所

第38条において準用 長

する場合を含む。）

の規定による修学資

金等の貸付けの停止

の決定

３ 同令第13条（同令 ○ 総合事務所

第38条において準用 長

する場合を含む。）

の規定による資金の

貸付けの停止の決定

４ 同令第15条第１項 ○

第３号（同令第38条

において準用する場

合を含む。）の規定

による母子福祉団体

に対する承認
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５ 同令第15条第２項 ○

第１号（同令第38条

において準用する場

合を含む。）の規定

による母子福祉団体

からの報告の徴収及

び事務所等への立入

検査の実施

６ 同令第16条（同令

第38条において準用

する場合を含む。）

の規定による貸付金

の一時償還の決定

(一) 母子福祉団体 ○

に係るもの

(二) (一)以外のも ○ 総合事務所

の 長

７ 同令第17条（同令

第38条において準用

する場合を含む。）

の規定による違約金

の徴収金額の決定

(一) 母子福祉団体 ○

に係る違約金に係

るもの

(二) (一)以外のも ○ 総合事務所

の 長

８ 同令第19条（同令

第38条において準用

する場合を含む。）

の規定による償還金

の支払の猶予の決定

(一) 母子福祉団体 ○

に係る償還金に係

るもの

(二) (一)以外のも ○ 総合事務所

の 長

９ 同令第29条の規定 ○ 総合事務所

による給付金を支給 長

する教育訓練の指定

10 同令第30条の規定 ○

による資格の決定

十 児童扶養１ 同法第６条第１項 ○

手当法に基 の規定による受給資

づく知事の 格及び手当の額の認

権限に属す 定

る事務

２ 同法第８条の規定 ○

による手当の額の改

定

３ 同法第14条の規定 ○

による支給の停止

４ 同法第15条の規定 ○

による支払の一時差

止め

５ 同法第16条の規定 ○

による未支払手当の

支払の決定

６ 同法第29条の規定 ○

による質問、書類等

の提出の命令及び診

断の命令

７ 同法第30条の規定 ○

による資料の提供要

求等

８ 同法第31条の規定 ○

による手当の支払の

調整

十一 社会福１ 福祉保健課の項の ○

祉法に基づ 一の８、10及び12に

く知事の権 掲げる事務

限に属する



- 229 -

平成22年３月31日 水曜日 鳥 取 県 公 報 号外第40号

事務（子育２ 福祉保健課の項の ○

て支援総室 一の７、９及び11の

の所掌事務 (二)に掲げる事務

に係るもの

に限る。）

十二 災害遺１ 市町村への助成に ○ 総合事務所

児手当助成 係る事務 長

条例（昭和

47年鳥取県

条例第５

号）及び災

害遺児手当

助成条例施

行規則（昭

和47年鳥取

県規則第15

号）に基づ

く知事の権

限に属する

事務

十三 鳥取県１ 同条例第３条の規 ○ 保育専門学

立保育専門 定による入学の許可 院長

学院の設置

及び管理に

関する条例２ 同条例第７条の規 ○ 保育専門学

（昭和39年 定による授業料、入 院長

鳥取県条例 学選抜手数料及び入

第16号）に 学料の減免

基づく知事

の権限に属

する事務

十四 鳥取県１ 全ての事務 ○ 保育専門学

立保育専門 院長

学院学則

（昭和53年

鳥取県規則

第16号）に

基づく知事

の権限に属

する事務

十五 学校教１ 同法第４条第１項 ○

育法に基づ の規定による私立学

く知事の権 校の設置及び廃止、

限に属する 設置者の変更等の認

事務（私立 可

幼稚園に係

るもの（青２ 同法第10条の規定 ○

少年・文教 による私立学校の校

課の所掌事 長を決定した旨の届

務に係る 出の受理

ものを除

く。）に限３ 同法第13条の規定 ○

る。） による私立学校の閉

鎖の命令

十六 私立学１ 同法第６条の規定 ○

校法に基づ による私立学校に対

く知事の権 する教育の調査、統

限に属する 計その他に関し必要

事務（私立 な報告書の提出の要

幼稚園に係 求

るもの（青

少年・文教

課の所掌事

務に係る

ものを除

く。）に限

る。）

十七 私立学１ 同法第12条第１号 ○

校振興助成 の規定による学校法

法に基づく 人の業務又は会計の

知事の権限 状況に関する報告の

に属する事 徴収等

務（私立幼

稚園に係る２ 同法第14条第２項 ○

ものに限 の規定による学校法

る。） 人の財務計算に関す

る書類及び収支予算

書の届出の受理

３ 同法第14条第３項 ○



- 230 -

平成22年３月31日 水曜日 鳥 取 県 公 報 号外第40号

の規定による監査報

告書に記載する事項

の指定及び監査報告

書の添付を要しない

場合の許可

十八 母子保１ 同法第18条の規定 ○ 総合事務所

健法（昭和 による2,500グラム 長

40年法律第 未満の乳児の出生の

141号）に 届出の受理

基づく知事

の権限に属２ 同法第19条第１項 ○ 総合事務所

する事務 の規定による未熟児 長

の保護者訪問及びそ

の指導の実施

３ 同法第19条第３項 ○ 総合事務所

の規定による訪問指 長

導を行う旨の通知

４ 同法第20条第１項 ○ 総合事務所

の規定による養育医 長

療の給付及び養育医

療に要する費用の支

給

５ 同法第20条第５項 ○

の規定による養育医

療を担当させる機関

の指定

６ 同法第20条第７項 ○

において準用する児

童福祉法第20条第８

項の規定による指定

養育医療機関の指定

の取消し

７ 同法第20条第７項 ○

において準用する児

童福祉法第21条の３

第１項の規定による

診療内容等の審査及

び診療報酬の額の決

定

８ 同法第20条第７項 ○

において準用する児

童福祉法第21条の３

第４項の規定による

診療報酬の支払に関

する事務の委託

９ 同法第20条第７項 ○

において準用する児

童福祉法第21条の４

第１項の規定による

指定養育医療機関の

管理者に対する報告

の要求及び診療録等

の検査

10 同法第20条第７項 ○

において準用する児

童福祉法第21条の４

第２項の規定による

診療報酬の支払の一

時差止め

11 同法第21条の４の ○ 総合事務所

規定による養育医療 長

の給付に要する費用

の全部又は一部の徴

収

十九 鳥取県１ 同規則第３条第１ ○ 総合事務所

小児慢性特 頂の規定による医療 長

定疾患治療 給付等の措置に要す

研究事業医 る費用を支払うべき

療給付措置 旨の命令

費負担命令

規則（平成２ 同規則第３条第２ ○ 総合事務所

17年鳥取県 項の規定による医療 長

規則第29 給付等の措置に要す

号）に基づ る費用を支払うべき

く知事の権 旨の命令（医療の給
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限に属する 付を受ける者が同一

事務 生計内に２人以上い

るときに限る。）

３ 同規則第４条第２ ○ 総合事務所

項の規定による所得 長

税額等についての調

査

４ 同規則第５条第１ ○ 総合事務所

項の規定による支払 長

義務者及び支払額の

決定並びにその額を

支払うべき旨の命令

５ 同規則第５条第２ ○ 総合事務所

項の規定による負担 長

命令の内容の通知

６ 同規則第６条第１ ○ 総合事務所

項の規定による支払 長

額の減額等

７ 同規則第６条第３ ○ 総合事務所

項の規定による負担 長

命令の変更又は取消

し及びその旨の通知

並びに減額等を行わ

ない旨の通知

二十 母体保１ 同法第15条第１項 ○

護法（昭和 の規定による受胎調

23年法律第 節の実地指導を行う

156号）に 者の指定及び同条第

基づく知事 ２項の規定によるそ

の権限に属 の指定を受ける助産

する事務 師等に係る講習の認

定

２ 同法第39条第２項 ○

の規定による受胎調

節の実地指導を行う

者の指定の取消し

二十一 母体１ 同令第６条の規定 ○

保護法施行 による講習の認定の

令（昭和24 取消し

年政令第16

号）に基づ

く知事の権

限に属する

事務

二十二 母体１ 同令第15条第４項 ○

保護法施行 の規定による受胎調

規則（昭和 節の実地指導を行う

27年厚生省 者の指定の取消し

令第32号）

に基づく知

事の権限に

属する事務

二十三 その１ 保育所運営費国庫 ○ 総合事務所

他の事務 負担金に係る保育所 長

の長の設置又は未設

置の認定及び民間給

与等改善費の加算費

の承認（町村の区域

に所在する保育所に

係るものに限る。）

２ 鳥取県補助金等交

付規則第14条に規定

する検査及び同規則

第18条に規定する審

査及び現地調査等

(一) 保育所並びに ○ 総合事務所

町村の区域に所在 長

する助産施設及び

児童厚生施設に係

るもの

(二) (一)以外のも ○

の

く 略 く 略

ら ら
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し五十一 略 し五十一 略

の の

安五十二 狂犬１ 同法第６条第２項 ○ 安

心 病予防法 の規定による捕獲人 心

推 （昭和25年 の指定及び同条第５ 推

進 法律第247 項の規定による予防 進

課 号）に基づ 員が追跡中の犬の入 課

く知事の権 った場所に立ち入る

限に属する ことができる期間及

事務 び区域の指定

２ 同法第８条第３項 ○

の規定による狂犬病

が疑われる犬につい

ての届出があった場

合の厚生労働大臣へ

の報告及び隣接県知

事への通報

３ 同法第10条の規定 ○

による狂犬病が発生

した旨の公示又は犬

に口輪をかけること

等の命令

４ 同法第13条の規定 ○

による犬の一せい検

診の実施又は臨時予

防注射の実施

５ 同法第14条第１項 ○ 総合事務所

の規定による病性鑑 長

定のための犬等の死

体の解剖等の許可

６ 同法第15条の規定 ○

による犬又はその死

体の移動等の禁止又

は制限

７ 同法第16条の規定 ○

による狂犬病にかか

った犬の所在の場所

等の交通のしゃ断又

は制限

８ 同法第17条の規定 ○

による犬の集合施設

の禁止の命令

９ 同法第18条第１項 ○ 総合事務所

の規定によるけい留 長

命令が発せられてい

るにかかわらずけい

留されていない犬の

抑留の実施

10 同法第18条の２第 ○

１項の規定によるけ

い留命令が発せられ

ているにかかわらず

けい留されていない

犬の薬殺等

11 同法第21条の規定 ○

による抑留所の設置

五十三 狂犬１ 同規則第４条の規 ○

病予防法施 定による捕獲人の指

行細則（昭 定の取消し又は業務

和25年鳥取 の停止の命令

県規則第83

号）に基づ

く知事の権

限に属する

事務

五十四 鳥取１ 同条例第11条第１ ○ 総合事務所

県動物の愛 項の規定による野犬 長

護及び管理 等の収容の命令

に関する条

例（平成13 ２ 同条例第12条第１ ○ 総合事務所

年鳥取県条 項（同条第４項にお 長

例第48号） いて準用する場合を

に基づく知 含む。）の規定によ

事の権限に る飼い主に対する野
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属する事務 犬等を引き取るべき

旨の通知及び飼い主

が判明していない野

犬等に係る公示

３ 同条例第12条第３ ○ 総合事務所

項（同条第４項にお 長

いて準用する場合を

含む。）の規定によ

る野犬等の処分

４ 同条例第13条第１ ○ 総合事務所

項の規定による犬、 長

ねこ等の譲渡

５ 同条例第13条第２ ○ 総合事務所

項の規定による犬、 長

ねこ等の譲渡の申出

の受理

６ 同条例第14条第１ ○ 総合事務所

項の規定による野犬 長

等の薬殺処分の実施

及び住民への周知

７ 同条例第14条第３ ○ 総合事務所

項の規定による殺処 長

分の実施についての

市町村長に対する協

力の要請

８ 同条例第16条第３ ○ 総合事務所

項の規定による特定 長

動物の収容又は殺処

分

９ 同条例第17条第１ ○ 総合事務所

項の規定による事故 長

及びその後の措置に

ついての届出の受理

10 同条例第18条第１ ○ 総合事務所

項の規定による特定 長

動物の飼い主に対す

る措置命令

11 同条例第18条第２ ○ 総合事務所

項の規定による犬の 長

飼い主に対する措置

命令

12 同条例第19条第１ ○ 総合事務所

項の規定による必要 長

な報告の徴収又は飼

育施設等への立入調

査等

13 同条例第20条第１ ○ 総合事務所

項の規定による動物 長

愛護管理員の設置

14 同条例第20条第２ ○ 総合事務所

項の規定による動物 長

愛護技術員の設置

五十五 鳥取１ 同規則第９条の規 ○ 総合事務所

県動物の愛 定による野犬等又は 長

護及び管理 犬、ねこ等の返還申

に関する規 請書の受理

則（平成14

年鳥取県規

則第13号）

に基づく知

事の権限に

属する事務

五十六 動物１ 同法第６条第１項 ○

の愛護及び の規定による動物愛

管理に関す 護管理推進計画の策

る法律（昭 定

和48年法律

第105号）２ 同法第６条第３項 ○

に基づく知 の規定による動物愛

事の権限に 護管理推進計画の策

属する事務 定又は変更の際の市

町村の意見の聴取
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３ 同法第11条第１項 ○ 総合事務所

の規定による動物取 長

扱業の登録及び同条

第２項の規定による

通知

４ 同法第12条第１項 ○ 総合事務所

の規定による動物取 長

扱業の登録の拒否及

び同条第２項の規定

による通知

５ 同法第13条第２項 ○ 総合事務所

において準用する同 長

法第11条の規定によ

る動物取扱業の登録

の更新等

６ 同法第13条第２項 ○ 総合事務所

において準用する同 長

法第12条の規定によ

る動物取扱業の登録

の更新の拒否等

７ 同法第14条第３項 ○ 総合事務所

において準用する同 長

法第11条及び第12条

の規定による動物取

扱業登録事項の変更

の届出の受理及び受

理の拒否等

８ 同法第15条の規定 ○ 総合事務所

による動物取扱業者 長

登録簿の閲覧提供

９ 同法第16条第１項 ○ 総合事務所

の規定による動物取 長

扱業者の廃業等の届

出の受理

10 同法第17条の規定 ○ 総合事務所

による動物取扱業の 長

登録の抹消

11 同法第19条第１項 ○ 総合事務所

の規定による動物取 長

扱業の登録の取消し

又は業務の停止及び

同条第２項において

準用する同法第12条

第２項の規定による

通知

12 同法第23条第１項 ○ 総合事務所

及び第２項の規定に 長

よる動物取扱業者に

対する勧告

13 同法第23条第３項 ○ 総合事務所

の規定による勧告に 長

従わなかった者に対

する措置命令

14 同法第24条第１項 ○ 総合事務所

の規定による動物取 長

扱業者に対する報告

の要求又は事業所そ

の他への立入検査

15 同法第25条第１項 ○ 総合事務所

の規定による生活環 長

境を損なう事態を生

じさせている者に対

する措置の勧告

16 同法第25条第２項 ○ 総合事務所

の規定による勧告に 長

係る措置をとらなか

った者に対する措置

命令

17 同法第25条第３項 ○ 総合事務所

の規定による市町村 長

長に対する協力要請
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18 同法第26条第１項 ○ 総合事務所

の規定による特定動 長

物の飼養保管の許可

19 同法第27条第２項 ○ 総合事務所

の規定による特定動 長

物の飼養保管の許可

に係る条件の付加

20 同法第28条第１項 ○ 総合事務所

の規定による特定動 長

物の飼養保管の変更

の許可

21 同法第28条第３項 ○ 総合事務所

の規定による特定動 長

物の飼養保管許可の

軽微な事項等の変更

の届出の受理

22 同法第29条の規定 ○ 総合事務所

による特定動物の飼 長

養保管許可の取消し

23 同法第32条の規定 ○ 総合事務所

による特定動物飼養 長

者に対する措置命令

24 同法第33条第１項 ○ 総合事務所

の規定による特定動 長

物飼養者に対する報

告の要求又は特定飼

養施設その他への立

入検査

25 同法第35条第１項 ○ 総合事務所

の規定による犬又は 長

ねこの引取り及び引

取場所の指定

26 同法第35条第３項 ○ 総合事務所

の規定による市町村 長

長に対する犬又はね

この引取りに関する

協力要請

27 同法第35条第４項 ○

の規定による動物の

愛護を目的とする団

体等への犬又はねこ

の引取りの委託

28 同法第36条第１項 ○ 総合事務所

の規定による所有者 長

不明の負傷動物等の

発見の通報の受理

29 同法第36条第２項 ○ 総合事務所

の規定による負傷動 長

物等の収容

30 同法第37条第２項 ○ 総合事務所

の規定による犬又は 長

ねこの引取りに際し

その所有者に対して

行う繁殖防止のため

の指導及び助言

31 同法第38条第１項 ○

の規定による動物愛

護推進員の委嘱

五十七 動物１ 同令第２条第３項 ○ 総合事務所

の愛護及び の規定による動物取 長

管理に関す 扱業登録申請者に対

る法律施行 する必要な書類の提

規則（平成 出の要求

18年環境省

令第１号）２ 同令第２条第５項 ○ 総合事務所

に基づく知 の規定による動物取 長

事の権限に 扱業登録証の交付

属する事務

３ 同令第２条第６項 ○ 総合事務所

の規定による動物取 長

扱業登録証の再交付
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４ 同令第２条第８項 ○ 総合事務所

の規定による動物取 長

扱業登録証の亡失の

届出の受理

５ 同令第２条第９項 ○ 総合事務所

の規定による動物取 長

扱業登録証の返納の

受理

６ 同令第４条第３項 ○ 総合事務所

の規定による動物取 長

扱業登録の更新期間

前の登録の更新

７ 同令第５条第６項 ○ 総合事務所

の規定による動物取 長

扱業登録の変更の届

出をした者に対する

必要な書類の提出の

要求

８ 同令第10条第１項 ○ 総合事務所

の規定による動物取 長

扱責任者研修の開催

の通知

９ 同令第10条第３項 ○

ただし書の規定によ

る他の都道府県知事

が開催する動物取扱

責任者研修の指定

10 同令第15条第３項 ○ 総合事務所

の規定による特定動 長

物飼養保管許可申請

者に対する必要な書

類の提出の要求

11 同令第15条第５項 ○ 総合事務所

の規定による特定動 長

物飼養保管許可証の

交付

12 同令第15条第６項 ○ 総合事務所

の規定による特定動 長

物飼養保管許可証の

再交付

13 同令第15条第８項 ○ 総合事務所

本文の規定による特 長

定動物飼養保管許可

証の亡失の届出の受

理

14 同令第15条第９項 ○ 総合事務所

の規定による特定動 長

物飼養保管許可証の

返納の受理

15 同令第16条第１の ○ 総合事務所

規定による特定動物 長

飼養保管の廃止の届

出の受理

16 同令第17条第１号 ○ 総合事務所

ロただし書及びハた 長

だし書の規定による

特定動物飼養保管施

設の基準からの除外

の認定

17 同令第18条第３項 ○ 総合事務所

の規定による特定動 長

物飼養保管の変更許

可申請者に対する必

要な書類の提出の要

求

18 同令第20条の規定 ○ 総合事務所

により環境大臣が定 長

める措置等の届出の

受理等

略 略
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住 略 住 略

宅 宅

政六 鳥取県営 略 政六 鳥取県営 略

策 住宅の設置 策 住宅の設置

課 及び管理に 課 及び管理に

関する条例 関する条例

（昭和34年 （昭和34年

鳥取県条例 鳥取県条例

第49号）に 第49号）に

基づく知事 基づく知事

の権限に属 の権限に属

する事務 する事務

（同条例別 （同条例別

表第２の左 表第２の左

欄に掲げる 欄に掲げる

県営住宅 県営住宅

（共同施設 （共同施設

を含む。） を含む。）

に係る同条 に係る別表

例別表第３ 第３に掲げ

に掲げる事 る事務の範

務の範囲内 囲内で別表

で同条例別 第２の右欄

表第２の右 に掲げる市

欄に掲げる 町村と協議

者と協議し して定めた

て定めた事 事務に関す

務に関する るものを除

ものを除 く。）

く。）

七 鳥取県営 略 七 鳥取県営 略

住宅の設置 住宅の設置

及び管理に 及び管理に

関する条例 関する条例

施行規則 施行規則

（昭和37年 （昭和37年

鳥取県規則 鳥取県規則

第70号）に 第70号）に

基づく知事 基づく知事

の権限に属 の権限に属

する事務 する事務

（同規則第 （同規則第

19条の規定 19条の規定

により鳥取 により鳥取

県営住宅の 県営住宅の

設置及び管 設置及び管

理に関する 理に関する

条例別表第 条例別表第

２の左欄に ２の左欄に

掲げる県営 掲げる県営

住宅（共同 住宅（共同

施設を含 施設を含

む。）につ む。）につ

いて同表右 いて右欄に

欄に掲げる 掲げる市町

者と協議し 村と協議し

て定めた事 て定めた事

務に関する 務に関する

ものを除 ものを除

く。） く。）

略 略

二十四 建築 略 二十四 建築 略

士法（昭和 士法（昭和

25年法律第３ 同法第８条の２の ○ 25年法律第３ 同法第８条の２の ○ 総合事務所

202号）に 規定による建築士の 202号）に 規定による建築士の 長

基づく知事 死亡等の届出の受理 基づく知事 死亡等の届出の受理

の権限に属 の権限に属

する事務 ４ 略 する事務 ４ 略

５ 同法第９条第２項 ○

の規定による２級建

築士及び木造建築士

の免許の取消しの公

告

５ 略 ６ 略

７ 同法第10条第５項 ○

の規定による２級建

築士及び木造建築士

の戒告、業務停止の

命令又は免許の取消
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しの公告

６ 同法第10条の20第 ○

１項の規定による指

定登録機関の指定

７ 同法第10条の20第 ○

３項において準用す

る同法第10条の６第

２項の規定による指

定登録機関の名称等

の変更の届出の受理

８ 同法第10条の20第 ○

３項において準用す

る同法第10条の７第

１項の規定による指

定登録機関の役員の

選任等の認可

９ 同法第10条の20第 ○

３項において準用す

る同法第10条の７第

２項の規定による指

定登録機関の役員の

解任命令

10 同法第10条の20第 ○

３項において準用す

る同法第10条の９第

１項の規定による登

録事務規程の策定又

は変更の認可

11 同法第10条の20第 ○

３項において準用す

る同法第10条の９第

３項の規定による登

録事務規定の変更の

命令

12 同法第10条の20第 ○

３項において準用す

る同法第10条の10第

１項の規定による事

業計画等の作成又は

変更の認可

13 同法第10条の20第 ○

３項において準用す

る同法第10条の10第

２項の規定による事

業報告書等の受理

14 同法第10条の20第 ○

３項において準用す

る同法第10条の12の

規定による指定登録

機関に対する監督命

令

15 同法第10条の20第 ○

３項において準用す

る同法第10条の13第

１項の規定による報

告の徴収等

16 同法第10条の20第 ○

３項において準用す

る同法第10条の14の

規定による指定登録

機関に対する必要な

措置の実施等

17 同法第10条の20第 ○

３項において準用す

る同法第10条の15第

１項の規定による２

級建築士等登録事務

の休廃止の許可

18 同法第10条の20第 ○

３項において準用す

る同法第10条の16第

１項又は第２項の規

定による指定登録機
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関の指定の取消し等

19 同法第10条の20第 ○

３項において準用す

る同法第10条の17第

２項第３号の規定に

よる２級建築士等登

録事務を自ら実施す

る必要の認定

20 略 ８ 略

21 略 ９ 略

22 同法第13条の２第 ○

３項の規定による処

分を受けた者に対す

る受験の禁止

23 略 10 略

24 同法第15条の６第 ○ 11 同法第15条の６の ○

１項の規定による指 規定による指定試験

定試験機関の指定 機関の指定

25 同法第15条の６第 ○

３項において準用す

る同法第10条の６第

２項の規定による指

定試験機関の名称等

の変更の届出の受理

26 同法第15条の６第 ○

３項において準用す

る同法第10条の７第

１項の規定による指

定試験機関の役員の

選任等の認可

27 同法第15条の６第 ○

３項において準用す

る同法第10条の７第

２項の規定による指

定試験機関の役員の

解任命令

28 同法第15条の６第 ○

３項において準用す

る同法第10条の９第

１項の規定による試

験事務規程の策定又

は変更の認可

29 同法第15条の６第 ○

３項において準用す

る同法第10条の９第

３項の規定による登

録事務規規程の変更

の命令

30 同法第15条の６第 ○

３項において準用す

る同法第10条の10第

１項の規定による事

業計画等の作成又は

変更の認可

31 同法第15条の６第 ○

３項において準用す

る同法第10条の10第

２項の規定による事

業報告書等の受理

32 同法第15条の６第 ○

３項において準用す

る同法第10条の12の

規定による指定試験

機関に対する監督命

令

33 同法第15条の６第 ○

３項において準用す

る同法第10条の13第

１項の規定による報

告の徴収等
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34 同法第15条の６第 ○

３項において準用す

る同法第10条の15第

１項の規定による２

級建築士等試験事務

の休廃止の許可

35 同法第15条の６第 ○

３項において準用す

る同法第10条の16第

１項又は第２項の規

定による指定試験機

関の指定の取消し等

36 同法第15条の６第 ○

３項において準用す

る同法第10条の17第

２項第３号の規定に

よる２級建築士等試

験事務を自ら実施す

る必要の認定

37 同法第15条の６第 ○

３項において準用す

る同法第15条の３第

３項の規定による試

験委員の選任等の届

出の受理

38 同法第23条の３第 ○ 総合事務所 12 同法第23条の３の ○ 総合事務所

１項（同法第23条の 長 規定による建築士事 長

５第２項において準 務所の登録又は更新

用する場合を含 の登録

む。）の規定による

建築士事務所の登録

又は更新の登録

39 同法第23条の４第 ○ 総合事務所 13 同法第23条の４第 ○ 総合事務所

１項又は第２項（同 長 １項又は第２項の規 長

法第23条の５第２項 定による建築士事務

において準用する場 所の登録の拒否

合を含む。）の規定

による建築士事務所

の登録の拒否

40 同法第23条の５第 ○ 総合事務所

１項の規定による登 長

録事項の変更の届出

の受理

41 同法第23条の６の ○ 総合事務所

規定による業務に関 長

する報告書の受理

42 同法第23条の７の ○ 総合事務所

規定による廃業等の 長

届出の受理

43 略 14 略

44 略 15 略

45 略 16 略

46 同法第26条の３第 ○

１項の規定による指

定事務所登録機関の

指定

47 同法第26条の３第 ○

３項において準用す

る同法第10条の６第

２項の規定による指

定事務所登録機関の

名称等の変更の届出

の受理

48 同法第26条の３第 ○

３項において準用す

る同法第10条の７第

１項の規定による指

定事務所登録機関の

役員の選任等の認可

49 同法第26条の３第 ○

３項において準用す


